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「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律」の施行に伴う条例制定に向けたパブリックコメントの実施について 

平成２４年４月に「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律（第１次一括法・第２次一括法）」が施行され、これまで国の法令で全国一律

に定められていた基準について地域の実情を考慮した基準を条例で定めること及び権限移譲に伴

う条例を整備することとなり、健康福祉局関係では、平成２４年第４回定例会において、２６本の

条例が可決・成立したところだが、平成２５年６月に第３次一括法が施行されたことにより、平成

２６年４月１日の施行を目指した平成２５年第４回定例会における条例制定の議案提出に向けて、

市民意見の反映を図るためパブリックコメントを行うものである。

１ 地方分権改革の概要

（１）義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大

地域の実情に合った最適な行政サービスの提供の実現を目指し、これまで国が一律に決

定し、自治体に義務付けてきた基準・施策等を、条例の制定等により自ら決定し、実施するよ

うに改める。

（２）基礎自治体への権限移譲

    住民に最も身近な行政主体である基礎自治体に事務事業を優先的に配分し、基礎自治体が地

域における行政の自主的かつ総合的な実施の役割を担えるようにする。

２ 第１次・第２次一括法における条例制定に向けた基本方針

地域の実情に合った最適な行政サービスの提供を図ることを基本として、全国一律の基準が都

市部に位置する本市の地域特性に適応していない場合等に、実情を考慮した独自の基準を設ける

こととし、現在政令等に基づき適用している基準等によって適切な運用が確保されている事項に

ついては、必要最低限のルールを定めた国の基準を踏襲する。

資料 
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３ これまでに施行された条例一覧

義務付け・枠付けの見直し：(1)  ～ (20) 
    基礎自治体への権限移譲：(21)  ～ (26) 

※ (18) ～ (20)の条例については、次の理由によりパブリックコメントを実施していない。

(18) 薬剤師の配置基準は従うべき基準（パブリックコメント手続条例第5 条第4 項第8 号）

(19) 施設の設備基準は従うべき基準（同条例第 5 条第4 項第8 号）、職員の配置基準は市の職

員の人事等に関する事項（同条例第 4 条第 6 号）

(20) 技術管理者の資格基準は市の職員の人事等に関する事項(同条例第 4 条第6 号) 

施 策 条  例  名 

高齢者施策 

（１０本）
(1)養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

(2)軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

(3)指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

(4)指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

(5)指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例

(6)介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

(7)指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

(8)指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

(9)特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

(10)指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

障害者施策 

（６本）
(11)障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する条例

(12)指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する条例

(13)障害者支援施設の設備及び運営に関する条例

(14)指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する条例

(15)福祉ホームの設備及び運営に関する条例

(16)地域活動支援センターの設備及び運営に関する条例

生活保護 

（１本）

(17)救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関す

る条例

医療 

（１本）
(18)医療法施行条例※

生活衛生 

（８本）

(19)川崎市食品衛生検査施設の設備及び職員の配置の基準に関する条例※

(20)川崎市が設置する専用水道の水道技術管理者の資格基準に関する条例※

(21)理容師法施行条例

(22)美容師法施行条例

(23)クリーニング業法施行条例

(24)興行場法施行条例

(25)公衆浴場法施行条例

(26)川崎市旅館業法施行令に基づく施設の構造設備の基準に関する条例（旅館業法

施行条例） 
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４ 第１次・第２次一括法における独自基準の設定について

「２ 条例制定に向けた基本方針」を踏まえ、高齢者施策の条例については、独自基準を設け、

それ以外の条例については、基準となる省令または県条例とほぼ同様の内容とした条例とした。

（１）第１次・第２次一括法における独自基準の考え方（高齢者施策）

①利用者への影響 

身体拘束・権利擁護等、利用者の処遇に直結する内容であり、基準省令上での位置付けはな

いが、義務付けを行う必要性が認められるものについては条例化する。

②制度の適正運営 

今般問題となっている介護事業所の不正請求・個人情報流出等の課題に対応し、介護保険制

度の適正な運営を図るため、必要な対応を条例化する。

③事業所の事務負担 

新たに事業所に事務負担を課す義務付けについては、その効果と負担を比較衡量し、必要性

が高いものについてのみ定める。

④本市の政策実現 

特別養護老人ホームの居室定員に関する基準などの介護基盤整備の手法など、本市の政策と

して必要性の高いものについては独自基準を定める。
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（２）第１次・第２次一括法における独自基準の一覧表

項 目 基準省令 本市の独自基準 独自基準を定める考え方

①記録の保存期間 

（全サービス共通）

【条例(1) ～ (10)】

文書の保存期

間は２年間

介護の提供に関する記

録の保存期間を５年間

とする。

介護報酬の返還請求の消

滅時効は５年であり、介

護報酬返還の実効性を確

保するため。

②運営規定 

（全サービス共通）

【条例(1) ～ (10)】

定めなし 運営規定において定め

るべき重要事項に関す

る規定に「事故発生時の

対応」、「苦情・相談体

制」、「個人情報の管理」

等を追加する。

利用者の安全への配慮、

法令遵守体制等を運営規

定に定めることにより、

利用者の保護を強化する

ため。

③身体拘束禁止の強化 

（特別養護老人ホーム

等の施設系サービス及

び通所介護等の通所系

サービス）

【条例(1) ～ (10)】

定めなし 身体拘束について、運営

規定において定めるべ

き重要事項に追加する。

また、通所系サービスに

おいて、身体拘束禁止の

具体的取扱方針を新た

に定める。

身体拘束が懸念される施

設系サービス及び通所系

サービスにおいて、身体

拘束の取り扱いをより厳

しくするため。

④特別養護老人ホー

ム・介護老人保健施設等

の廊下幅 

（ユニット型・地域密着

型を除く）

【条例(6) ～ (10)】

廊下の幅は、

１．８メートル

以上、中廊下の

幅は２．７メー

トル以上

廊下の幅は、１．８メー

トル以上、中廊下の幅は

２．７メートル以上を標

準とし、廊下の一部の幅

を拡張すること等によ

り、入所者、職員等の円

滑な往来に支障が生じ

ないと認められるとき

は、中廊下にあっては、

１．８メートル以上とし

て差し支えないものと

する。

入所者の安全性の確保を

図りながら、都市部に位

置する本市の特性を踏ま

え、敷地を有効活用し、

施設の整備を促進するた

め。

⑤特別養護老人ホーム

の居室定員 

（ユニット型を除く）

【条例(9)・(10)】

居室の定員は

１人（必要と認

められる場合

は２人）

居室の定員は１人を原

則とした上で、入所者の

プライバシーに配慮を

するとともに、個室への

転換が可能となるよう

設計上の工夫を行う場

合に、居室の定員を４人

まで許容することが出

来るようにする。

川崎市高齢者実態調査の

調査結果においても多床

室を望む声が多いことと

あわせ、特別養護老人ホ

ームの待機者が多い中で

一定の定員数の確保を目

指し、多床室の整備を進

める本市の政策に合致さ

せるため。
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５ 第３次一括法の概要

第３次一括法は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革を総合的に推進するため、地方

分権改革推進委員会の勧告等を踏まえて取りまとめた第３次見直し及び第４次見直しに基づき、

地方公共団体に対する義務付け・枠付けを見直すこととし、地方からの提案に係る事項、通知・

届出・報告、公示・公告等及び職員等の資格・定数等を中心に、住民に最も身近な行政主体であ

る市町村が地域における行政の自主的かつ総合的な実施の役割を担えるようにするため、関係法

律の改正を行うものである。

６ 第３次一括法の施行に伴う健康福祉局関係の条例案について

健康福祉局関係の法律では、介護保険法（「指定居宅介護支援」、「指定介護予防支援」および「地

域包括支援センター」等に関する基準）、民生委員法（民生委員の定数）および社会福祉法（社会

福祉審議会の委員定数）が対象となっており、平成２６年４月１日を施行期日として、１年間の

経過措置が設けられている。

① 社会福祉法の改正に伴う社会福祉審議会条例の改正案 

同審議会の委員定数の根拠が法改正に伴い廃止され、委員定数の根拠を早期に規定する

必要性から、今議会に提出している。なお、行政の附属機関に関する事項のため、パブ

リックコメントは実施していない。

② 介護保険法の改正に伴う「指定居宅介護支援」および「指定介護予防支援」等に関する基

準の条例案 

 第１次・第２次一括法の施行に伴い、平成２５年４月１日から施行している高齢者施

策における他の条例との整合性を早期に図る必要性から、平成２５年９月１３日に発出

された関連省令を踏まえ、平成２５年第４回定例会に提出を予定している。

条例名 

川崎市指定居宅介護支援等の事業の

人員及び運営の基準等に関する条例

（案） 

川崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法の基準等に関する条例（案） 

概要 

これまで省令に定められていた指定

居宅介護支援等の人員･運営に関する

基準等を条例で定めるもの

これまで省令に定められていた指定介護予防支援

等の事業の人員･運営に関する基準等を条例で定め

るもの

根拠法令 介護保険法（平成２６年４月１日） 

分権内容 義務付け・枠付けの廃止 

事業者数 ３１０事業所 ４９事業所 

③ 民生委員法の改正に伴う民生委員の定数に関する条例案および介護保険法の改正に伴う地

域包括支援センターに関する基準の条例案 

上記①・②のような、早期に条例制定を行う必要性が存在しないことから、１年間の経

過措置を活用して、今後、条例案の提出に向けた検討を進めていくこととしている。
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７ 第３次一括法に伴う介護保険関連条例の制定に向けた基本方針

平成２５年４月に施行された介護保険関連条例に基づく事業所と、従前の国の基準省令に基づ

く指定居宅介護支援事業所・指定介護予防支援事業所との運営基準上の差異を解消するため、第

１次・第２次一括法における「条例制定に向けた基本方針」及び「独自基準制定の考え方」に基

づき、平成２５年４月１日に施行した条例と同一の独自基準を定めることとする。

なお、この内容については、平成２５年７月１７日に開催された平成２５年度第１回川崎市介

護保険運営協議会に諮り、了承された。

８ 基準省令（国）と条例（市）の関係

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令」（平成２５年９月１３日）におい

て、基準省令を委任する場合における条例制定に関する国の基準は、次のとおりとされた。

種類 考え方 内容

①

従うべき基準

法令の基準どおり定

めるべき基準

・指定居宅介護支援（介護予防支援）に従事する従業者に係

る基準及び員数

・指定居宅介護支援（介護予防支援）の事業の運営に関する

事項であって、利用する要介護者のサービスの適切な利用、

適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に関

連するものとして厚生労働省令で定めるもの

② 

参酌すべき基準

地方自治体が独自の

判断で基準を定める

ことが可能な基準

・①以外のその他の基準
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９独自基準の設定について
「基準省令（国）と条例（市）の関係」で参酌すべき基準に区分が示された基準について、「第

３次一括法に伴う介護保険関連条例の制定に向けた基本方針」に基づき、平成２５年４月１日に

施行した条例と同一の独自基準を定めることとする。 

（１）独自基準の考え方

今回制定する居宅介護支援・介護予防支援に関する２条例については、「第１次・第２次一括法

における独自基準制定の考え方」のうち、以下の２点が該当する。

① 制度の適正運営 

      今般問題となっている介護事業所の不正請求・個人情報流出等の課題に対応し、介護保険

制度の適正な運営を図るため、必要な対応を条例化する。

② 事業所の事務負担 

新たに事業所に事務負担を課す義務付けについては、その効果と負担を比較衡量し、必要

性が高いものについてのみ定める。

（２）独自基準の一覧表

上記の「独自基準の考え方」に基づき、記録の保存期間および運営規定について独自基準を定

めることとする。

項目 基準省令 本市の独自基準 独自基準を定める考え方 

①

記録の 

保存期間 

文書の保

存期間は

２年間

介護の提供に関する記録の保存期間を５年

間とする。

介護報酬の返還請求の消滅時効は

５年であり、介護報酬返還の実効性

を確保するため。

②

運営規定 

定めなし 運営規定において定めるべき重要事項に関

する規定に「事故発生時の対応」、「苦情・

相談体制」、「個人情報の管理」を追加する。

利用者の安全への配慮、法令遵守体

制等を運営規定に定めることによ

り、利用者の保護を強化するため。

１０ パブリックコメントの実施について

（１）募集期間

平成２５年９月３０日（月）から平成２５年１０月２９日（火）３０日間 

（２）意見提出方法

   電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参

（３）募集資料

   ① 条例制定の概要

   ② 制定する条例の基となる厚生労働省令等



介護保険法に基づく居宅介護支援等の運営基準の条例制定について 

 市民の皆様から意見を募集します 

国の地域主権改革により、介護保険法においてこれまで全国一律に厚生労働省令で定め

られてきた運営基準について、地方自治体が条例で定めることとなり、この制定に向けて、

市民の皆様の御意見を募集します。

１ 条例制定時期

平成２６年４月１日（予定） 

２ 参考資料

（１）条例制定の概要 

（２）制定する条例の基となる厚生労働省令 

ア 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（H11.3.31 省令第３８号） 

イ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の 

ための効果的な支援の方法に関する基準（H18.3.14 省令第３７号） 

３ 基準省令（国）と条例（市）の関係

今回の条例制定は、これまでの厚生労働省令で定められてきた「基準省令」を基に条例を制定す

ることが求められています。また、実際に制定する際にその内容によって、「従うべき基準」、「参

酌すべき基準」の２類型が示されています。地方自治体はこの分類に従い、条例を定めるものとさ

れています。 

種類 考え方 内容 

① 

従うべき基準 

法令の基準どおり

定めるべき基準 

・指定居宅介護支援（介護予防支援）に従事する従業者に係

る基準及び員数 

・指定居宅介護支援（介護予防支援）の事業の運営に関する

事項であって、利用する要介護者のサービスの適切な利用、

適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に関

連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

②  

参酌すべき基

準 

地方自治体が独自

の判断で基準を定

めることが可能な

基準 

・①以外のその他の基準 

４ 意見募集の範囲 

①従うべき基準は法令の基準どおり定める必要があり、川崎市で独自基準を設定することができ

ないため、意見募集の対象外となります。 

②参酌すべき基準のみ意見募集の対象となります。 

参考資料



５ 募集期間

 平成２５年９月３０日（月）から平成２５年１０月２９日（火）まで 

６ 意見提出方法

 御意見は、電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参のいずれかでお寄せください。 

（１）電子メール 

   インターネットで川崎市ホームページにアクセスし、ホームページ上の案内に従って専用の

フォームをご利用ください。 

（２）ＦＡＸ（書式自由） 

   ＦＡＸ番号 ０４４－２００－３９２６（川崎市健康福祉局長寿社会部介護保険課） 

（３）郵送・持参（書式自由） 

   あて先 〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 

            川崎市健康福祉局長寿社会部介護保険課 市役所第３庁舎６階 

 ※意見書の書式は自由です。必ず「題名」、「氏名（法人又は団体の場合は、名称及び代表者の氏

名）」 及び「連絡先（電話番号、FAⅩ番号、メールアドレス又は住所）」を明記してください。

※電話や来庁による口頭での御意見はお受けできませんので御了承ください。 

※ご意見に対する個別対応はいたしませんが、市の考え方を整理した結果を市のホームページで

公表します。 

７ 資料の閲覧場所及び配布場所

 川崎市ホームページ、各区役所市政資料コーナー、情報プラザ（川崎市役所第３庁舎２階） 

８ 意見の締め切り 

平成２５年１０月２９日（火）（郵送は、当日必着） 

ただし、持参の場合には、１０月２９日（火）の１７時１５分までとします。 

９ 問い合わせ先

川崎市健康福祉局長寿社会部介護保険課 

電話：０４４－２００－２６８７  ＦＡＸ：０４４－２００－３９２６ 


